
川崎市一時保育事業実施要綱  

 

８  川  民  育  第  ３  ４  ５  号  

平成８年９月３０日付市長決裁  

 

（目的） 

第１条 この要綱は、乳幼児の福祉の増進を図ることを目的に、児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号。以下「法」という。）第３９条に規定する保育所及び就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に

規定する認定こども園（以下「保育所等」という。）が、保護者のパートタイム勤務等就労形

態の多様化等に伴う一時的な保育及び保護者の急病、入院等に伴う緊急的な保育の需要に応

えるために実施する一時保育事業（以下「事業」という。）の円滑な実施を図るため、必要な

事項を定めるものとする。  

（事業主体等）  

第２条 この事業の主体は、事業を実施する保育所等（以下「事業実施保育所等」という。）と

する。 

（事業内容）  

第３条 事業の内容は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとし、併せて

実施するものとする。  

（１） 非定型的保育 保護者の就労、就学等の事由により、家庭における保育が断続的に困

難となる児童に対する保育で、原則として週２日から３日の利用日数又は月６４時間以内

の利用時間とする。  

（２） 緊急・一時保育 保護者の就労、傷病、入院等の事由その他育児に伴う心理的・肉体

的負担の解消等の理由により、家庭における保育が緊急・一時的に困難となる児童に対す

る保育で、利用日数は週１日程度又は連続１４日以内とする。  

２ 前項に規定する各事業の定員は、両事業を併せて１日当たり３人から６人までの少人数制

のもの（以下「少人数制一時保育」という。）と１２人を基本に７人から２０人程度までのも

のによるものとする。なお、前項第２号に規定する事業の定員については、１日当たり少人

数制一時保育の場合には１人以上、それ以外の場合には２人以上の定員を確保しなければな

らない。 

（事業実施保育所等の要件）  

第４条 事業実施保育所等の要件は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）社会福祉法人等が設置又は運営する保育所等であること。  

（２） 川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年川崎市条例第５

６号。以下「基準条例」という。）第４５条の設備の基準を満たした事業を実施するため

の保育室又は保育スペースを確保していること。ただし、少人数制一時保育の場合であっ

て、当該利用児童に係る保育面積を有しているときは、この限りではない。  

（３） 基準条例第４７条第２項に規定する職員の配置基準に基づき事業を実施する保育従事者

を２人以上置き、そのうち保育士の数を２分の１以上とし、保育士以外の者を配置する場



合には子育て支援員研修等を修了した者とすること。ただし、少人数制一時保育を法第２

４条第１項に規定する保育と一体的に行う場合は、事業を実施する保育従事者として保育

士を１人以上置くものとする。  

    また、１日当たり平均利用児童数（年間延べ利用児童数を年間開所日数で除して得た数

をいう。以下同じ。）がおおむね３人以下である場合には、家庭的保育者（法第６条の３

第９項第１号に規定する家庭的保育者をいう。以下同じ。）を、保育士とみなすことがで

きる。 

これに加え、１日当たり平均利用児童数がおおむね３人以下であることに加え、保育所

等と一体的に事業を運営し、当該保育所等を利用している乳幼児と同一の場所において事

業を実施する場合であって、当該保育所等の保育士による支援を受けられる場合には、保

育士１人で処遇ができる乳幼児数の範囲内において、保育従事者を子育て支援員研修等を

修了した者１人とすることができる。ただし、保育所等を利用している乳幼児と同一の場

所において事業を実施する場合であっても、当該保育所等を利用する児童と当該事業の利

用乳幼児数を合わせた乳幼児の人数に応じ、基準条例第４７条第２項の規定に準じて職員

を配置するものとする。 

（４）事業の実施日及び実施時間は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日及び１２月２９日から１月３日までの日（同法に規定する休日を除く。）

（以下「休日」という。）を除いた月曜日から金曜日までの概ね午前８時３０分から午後

５時までを基本に設定すること。ただし、土曜日、日曜日及び休日の事業の実施並びに午

前８時３０分から午後５時までの時間の範囲を超えた事業の実施も可能とする。  

（対象児童）  

第５条 対象児童は、原則として保育所等、幼稚園等に通っていない又は在籍していない就学

前までの児童であって、事業実施保育所等の職員体制のもとで保育が可能な者とする。  

（事業の事前協議及び実施届出）  

第６条 事業を実施しようとする者は、市長に事前協議の上、一時保育事業実施届出書（第１

号様式）により、事業の実施について届出をするものとする。  

（事業の事前協議実施届出内容の審査）  

第７条 市長は、前条に基づく事業の事前協議及び実施届出があったときは、この要綱等に基

づき審査をし、実施の可否を決定するとともに、届出内容が要件に満たない場合は、必要な

是正を求めるものとする。  

（事業の利用申請）  

第８条 事業を利用しようとする保護者は、別に定める方法により、事業実施保育所等に申請

するものとする。  

（事業の利用決定）  

第９条 事業の利用申請を受けた事業実施保育所等の長は、この要綱等に基づき審査をし、利

用の承認を決定したときは、別に定める方法により保護者に通知する。  

（利用決定の取消し）  

第１０条 事業実施保育所等の長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条の決定を取

り消すことができる。  

（１）対象児童の要件に該当しなくなったとき。  



（２）虚偽の申請その他不正な手段により利用したとき。  

（３） やむを得ない理由により当該児童の保育を継続することが困難と認められるとき。  

（健康診断）  

第１１条 非定型的保育を利用する児童については、法第２４条第１項に規定する保育の実施

対象児童に準じて、あらかじめ健康診断を受診させるものとする。ただし、一斉に受診させ

ることが困難な場合は、保護者から個別に診断書の提出を求めても差し支えない。  

２ 緊急・一時保育を利用する児童については、申請時に児童の健康状態を十分聴取する等、

利用児童の処遇に支障がないよう留意する。  

（事業利用状況の報告） 

第１２条 事業実施保育所等の長は、対象児童の利用状況を別に定める方法により市長に報告

するものとする。  

（保護者の費用負担）  

第１３条 保護者は、次の各号の表に掲げる上限額の範囲内で各施設が定める額に加えて、飲

食物費等の実費相当額を負担するものとする。ただし、第１号の表に掲げる上限額の範囲内

で各施設が定める額は、市内在住の多子軽減世帯の児童の場合には半額とし、被保護世帯の

児童、市民税非課税世帯の児童、年収３６０万円未満世帯の児童、里親に委託されている児

童、児童扶養手当受給世帯の児童、第３子以降の児童及び多胎児児童に対しては免除とする。

また、被保護世帯の児童の場合には、飲食物費等の実費相当額の負担について、日額５００

円を上限として免除とする。  

（１） 基本利用料 

 日額 

１歳未満児  ２，９００円  

３歳未満児  ２，５００円  

３歳以上児  １，５００円  

   ただし、表中の児童の年齢区分の適用については、原則、前年度末日の満年齢によるも

のとするが、１歳未満児の区分については、１歳の誕生日の前日までの適用とする。以

下別表においても同じ。 

（２） ９時間超保育利用料  

 ３０分当たり  

全児童 ２５０円 

２ 前項に規定する保護者が負担する金額については、事業実施保育所等に保護者が直接支払

うものとする。  

（補助の対象及び補助金額）  

第１４条 補助の対象及び補助金額は次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）補助の対象は、第６条の規定に基づき、市長に事業の実施について届出をし、受理され

た保育所等とする。  

（２）この事業の補助金額は、別表に定める額の範囲内とする。ただし、年度途中に事業を開

始した場合等、通年で事業を行わない保育所等の基本補助額及び基本補助額加算分につい

ては、事業実施月数に応じた額とする（千円未満切り捨て）。  



（補助金の申請）  

第１５条 この要綱に定める補助金の交付を受けようとする者は、次の各号の規定により、そ

の申請をするものとする。  

（１）別表に定める基本補助額を申請するときは、一時保育事業補助金（基本補助額）交付申

請書（第２号様式）により、原則一年分を一括して市長に提出し行うものとする。  

（２）別表に定める基本補助額加算分を申請するときは、一時保育事業補助金（基本補助額加

算分）交付申請書（第３号様式）により、原則一年分を３月末日までに市長に提出し行う

ものとする。  

（３）別表に定める加算補助額を申請するときは、一時保育事業補助金（加算補助額）交付申

請書（第４号様式）により、原則四半期ごとに市長に提出し行うものとする。  

（補助金の交付決定）  

第１６条 市長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、速やかに補助金の交付

を決定するものとする。 

 （基本補助額の変更交付） 

第１７条 基本補助額に変更が生じたときは、一時保育事業補助金（基本補助額）変更交付申

請書（第５号様式）により、３月末日までに市長にその申請をしなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の場合において準用する。 

（執行状況報告）  

第１８条 補助金の交付を受けた者は、補助事業の円滑な遂行を図るため、その執行状況につ

いて、一時保育事業補助金（基本補助額）執行状況報告書（第６号様式）により、３月末ま

でに市長に報告しなければならない。ただし、前条の規定による変更の申請を行う場合は、

これを省略することができるものとする。  

（交付決定の取消し及び補助金の返還）  

第１９条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すとともに、当該取消しに係る部分に関し、

既に補助金が交付されているときは、期間を定めて、その返還を命ずるものとする。  

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  

（２） 補助金を他の用途に使用したとき。  

（３） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基づき市長が行った

指示若しくは命令に違反したとき。  

（書類の整備等）  

第２０条 この補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿

を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。  

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌

年度から、５年間保管しなければならない。  

（実績報告）  

第２１条 この補助金の交付を受けた者は、当該事業の実績報告を翌年度の５月末日までに、

一時保育事業補助金実績報告書（第７号様式）により、市長に行わなければならない。 

 （家庭支援事業の利用勧奨及び措置） 



第２２条 福祉事務所長は、法第２１条の１８第１項の規定に基づいて、本事業の利用が必要

であると認めた保護者に対して利用を勧奨しなければならない。  

２ 前項の規定による利用を勧奨したにもかかわらず、保護者からの申請がなされない場合で、

保護者の社会経済的状況に変化が見られず、疾病その他やむを得ない事由により、利用申請

を行うことができないなど、本事業を利用することが著しく困難であると認める場合には、

法第２１条の１８第２項の規定により措置を決定することができる。ただし、保護者が本事

業の利用を明確に拒絶している場合は除く。  

３ 前項の措置を行うに当たっては、保護者に川崎市児童福祉法施行細則（昭和４７年川崎市

規則第６２号）（以下、「細則という。」第７条の１１の規定により通知するとともに、その際

に、事業実施保育所等に対して必要な情報を提供することについて保護者からの同意を得た

上で、事業実施保育所等に対して通知するものとする。  

４ 保護者が、第２項に規定する措置により利用する場合の費用の負担は細則第３２条の規定

によるものとし、「家庭支援事業に係る措置費の支弁の取扱いについて」（令和６年６月３日

付こ成環第１９１号、こ支家第３４０号）において国が定める措置費単価から、第１３条に

より施設が定めた利用料と実費相当額を差し引いた金額を措置費として、事業実施保育所等

に支払うものとする。  

５ 措置に伴う利用料及び措置費を申請するときは、一時保育事業補助金（加算補助額）交付

申請書（第４号様式）により原則四半期ごとに市長に提出して行うものとする。  

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第２３条 この補助金の交付を受けた者は、事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額報告書（第８号様式）により、速やかに市長に報告しなければならない。

ただし、補助金の交付を受けた者が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社、一支所等

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等が消費税及び地方

消費税の申告を行っている場合は、本部、本社、本所等の課税売上割合等の申告に基づき報告

を行うものとする。   

２ 前項の報告があった場合は、この補助金の交付を受けた者は、前項の仕入控除税額から補助

金の額の確定時に減額した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を控除した額を返還す

るものとする。  

（補則） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか事業の実施に関して必要な事項は、こども未来局長が

別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成８年１０月１日から施行する。  

（平成８年９月３０日８川民育第３４５号市長決裁）  

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。  

附 則 



この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和２年７月１日から施行し、令和２年４月１日から適用する。  

附 則 

この要綱は、令和２年９月１日から施行し、令和２年４月１日から適用する。  

附 則 

この要綱は、令和３年６月１６日から施行し、令和３年４月１日から適用する。  

附 則 

この要綱は、令和３年８月１１日から施行し、令和３年４月１日から適用する。  



附 則 

この要綱は、令和４年３月３１日から施行し、令和３年４月１日から適用する。  

附 則 

この要綱は、令和４年７月２０日から施行し、令和４年４月１日から適用する。  

附 則 

この要綱は、令和５年８月８日から施行し、令和５年４月１日から適用する。  

附 則  

  （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ 第１３条の規定による多子軽減世帯の児童及び第３子以降の児童の減免については、令

和７年３月３１日までの間、令和５年度に実際の第１子目又は第２子目、その両児童（同

日利用に限る）が一時保育を利用し、かつ令和５年度に適用された減免額と令和６年度に

適用される減免額が次の表のとおりとなる場合（次号に掲げる場合を除く）において、令

和６年度における実際の第１子目又は第２子目、その両児童（同日利用に限る）の一時保

育に係る利用料はそれぞれ同表の令和５年度に適用された減免額のとおり減免する。なお、

減免適用に際し、保護者は、証する書類としてきょうだいが認可保育所等を利用している

ことがわかる書類を事業実施保育所等の長に提出するものとする。 

 
令和５年度に適用された 

減免額 

令和６年度に適用される 

減免額 

実際の第１子目 半額 免除無し 

実際の第１子目 無料 免除無し 

実際の第２子目 無料 半額 

（１）令和６年度において、当該児童の他のきょうだいのうち、０歳から２歳（令和３年

４月２日以降に生まれた子どもをいう。）の児童が、認可保育所（一時保育を除く）、認定

こども園（一時保育を除く）、地域型保育事業、年度限定型保育事業、川崎認定保育園を利

用している場合 

附 則 

この要綱は、令和６年８月７日から施行し、令和６年４月１日から適用する。  

附 則 

この要綱は、令和７年２月１０日から施行し、令和６年４月１日から適用する。  

附 則 

この要綱は、令和７年６月１２日から施行し、令和７年４月１日から適用する。  

附 則 

この要綱は、令和８年６月１８日から施行し、令和８年４月１日から適用する。  

 



別表 （第１４条及び第１５条関係）  

基
本
補
助
額 

①保育従事者がすべて保育士又は１日当たり平均利用児童数おおむね３人以下の施設に

おいて保育士とみなされた家庭的保育者と同等の研修を修了した者の場合  

年間利用児童数（５０人未満）             １，５３９，０００円 

年間利用児童数（５０人以上１００人未満）       ２，０６３，０００円 

年間利用児童数（１００人以上２００人未満）      ２，５５５，０００円 

年間利用児童数（２００人以上３００人未満）      ３，０７９，０００円 

年間利用児童数（３００人以上９００人未満）      ３，４９２，０００円 

年間利用児童数（９００人以上１，５００人未満）    ３，７４０，０００円 

年間利用児童数（１，５００人以上２，１００人未満）  ５，４０２，０００円 

年間利用児童数（２，１００人以上２，７００人未満）  ７，０６４，０００円 

年間利用児童数（２，７００人以上３，３００人未満）  ８，７２６，０００円 

年間利用児童数（３，３００人以上３，９００人未満） １０，３８８，０００円 

年間利用児童数（３，９００人以上４，５００人未満） １２，０５０，０００円 

年間利用児童数（４，５００人以上５，１００人未満） １３，７１２，０００円 

年間利用児童数（５，１００人以上５，７００人未満） １５，３７４，０００円 

年間利用児童数（５，７００人以上６，３００人未満） １７，０３６，０００円 

年間利用児童数（６，３００人以上６，９００人未満） １８，６９８，０００円 

年間利用児童数（６，９００人以上７，５００人未満） ２０，３６０，０００円 

年間利用児童数（７，５００人以上）         ２２，０２２，０００円 

 

② ①以外の場合 

年間利用児童数（５０人未満）             １，５３９，０００円 

年間利用児童数（５０人以上１００人未満）       ２，０６３，０００円 

年間利用児童数（１００人以上２００人未満）      ２，５５５，０００円 

年間利用児童数（２００人以上３００人未満）      ３，０７９，０００円 

年間利用児童数（３００人以上９００人未満）      ３，３６６，０００円 

年間利用児童数（９００人以上１，５００人未満）    ３，６０５，０００円 

年間利用児童数（１，５００人以上２，１００人未満）  ５，２０７，０００円 

年間利用児童数（２，１００人以上２，７００人未満）  ６，８０９，０００円 

年間利用児童数（２，７００人以上３，３００人未満）  ８，４１１，０００円 

年間利用児童数（３，３００人以上３，９００人未満） １０，０１３，０００円 

年間利用児童数（３，９００人以上４，５００人未満） １１，６１５，０００円 

年間利用児童数（４，５００人以上５，１００人未満） １３，２１７，０００円 

年間利用児童数（５，１００人以上５，７００人未満） １４，８１９，０００円 

年間利用児童数（５，７００人以上６，３００人未満） １６，４２１，０００円 

年間利用児童数（６，３００人以上６，９００人未満） １８，０２３，０００円 

年間利用児童数（６，９００人以上７，５００人未満） １９，６２５，０００円 

年間利用児童数（７，５００人以上）         ２１，２２７，０００円 



基
本
補
助
額
加
算
分 

①保育従事者がすべて保育士又は１日当たり平均利用児童数おおむね３人以下の施設に

おいて保育士とみなされた家庭的保育者と同等の研修を修了した者の場合  

年間利用児童数（４００人以上５００人未満）        ６８，８００円 

年間利用児童数（５００人以上６００人未満）       １３７，６００円 

年間利用児童数（６００人以上７００人未満）       ２０６，４００円 

年間利用児童数（７００人以上８００人未満）       ２７５，２００円 

年間利用児童数（８００人以上９００人未満）       ３４４，０００円 

年間利用児童数（９００人以上１，０００人未満）           ０円 

年間利用児童数（１，０００人以上１，１００人未満）   ２７７，０００円 

年間利用児童数（１，１００人以上１，２００人未満）   ５５４，０００円 

年間利用児童数（１，２００人以上１，３００人未満）   ８３１，０００円 

年間利用児童数（１，３００人以上１，４００人未満） １，１０８，０００円 

年間利用児童数（１，４００人以上１，５００人未満） １，３８５，０００円 

 

 

② ①以外の場合 

年間利用児童数（４００人以上５００人未満）        ４７，８００円 

年間利用児童数（５００人以上６００人未満）        ９５，６００円 

年間利用児童数（６００人以上７００人未満）       １４３，４００円 

年間利用児童数（７００人以上８００人未満）       １９１，２００円 

年間利用児童数（８００人以上９００人未満）       ２３９，０００円 

年間利用児童数（９００人以上１，０００人未満）           ０円 

年間利用児童数（１，０００人以上１，１００人未満）   ２６７，０００円 

年間利用児童数（１，１００人以上１，２００人未満）   ５３４，０００円 

年間利用児童数（１，２００人以上１，３００人未満）   ８０１，０００円 

年間利用児童数（１，３００人以上１，４００人未満） １，０６８，０００円 

年間利用児童数（１，４００人以上１，５００人未満） １，３３５，０００円 

 

ただし、年間利用児童数は非定型的保育と緊急・一時保育の年間利用児童数の計とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



加
算
補
助
額 

１歳未満児受入分  １歳未満児  １人につき   日額   ５００円 

利用料減免分（右記上限額の範囲

内で保育所等が減免した額）  

※１０円未満切り捨て  

１歳未満児  １人につき   日額 ２，９００円 

３歳未満児  １人につき   日額 ２，５００円 

３歳以上児  １人につき   日額 １，５００円 

飲食物費等減免分（被保護世帯の

児童に対して、右記上限額の範囲

内で保育所等が減免した額）  

※１０円未満切り捨て  

対象児    １人につき   日額   ５００円 

障害児受入分  対象児    １人につき  日額   ６，４００円 

基
幹
型
一
時
保
育 

９時間超保育分  対象児    １人につき   ３０分  ２５０円 

土日・休日保育分（保育

士１人の場合）  
対象児    １人につき  日額 １５，０００円 

土日・休日保育分（保育

士２人の場合）  
対象児    １人につき  日額 ３０，０００円 

ただし、利用料減免分及び飲食物費等減免分に係る加算補助額の補助は市内在住者分に限る。  


